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１．はじめに 

 

 近年、大規模災害に対する企業の取り組みとして、事

業継続計画（Business Continuity Plan: ＢＣＰ）の策

定が推進されている。地域を支える中小企業がＢＣＰを

策定・実践することにより、地域防災力の向上につなが

ると考えられる。しかし、中小企業では、ほとんど策定

されていないのが現状である。よって、我々は、中小企

業のＢＣＰ策定を支援・普及する効果的な方法を研究し

ており、ＢＣＰ策定の支援・普及のケーススタディーと

して、平成１９年度より、徳島県小松島市、愛媛県大洲

市の２都市において、地域の代表企業（１０社）、商工

会議所、市、県、国土交通省（直轄事務所）、有識者等

で構成される検討会を開催している。 

前稿では平成１９年度に得られたＢＣＰを作成する

際に必要となる情報ニーズ（共通情報）等について報告

した。本稿では、平成19年度の課題を踏まえて実施した

ＢＣＰ作成支援の方法・内容について報告する。 

 

２．平成19年度の検討会で得られた教訓 

 

１）平成19年度の検討会の内容と成果 

平成19年度の検討会は、ＢＣＰの各項目の策定方法の

説明と作成事例を示した「中小企業ＢＣＰステップアッ

プ・ガイド（ＮＰＯ事業継続推進機構）」の内容に沿っ

て進め、ＢＣＰ策定の課題や中小企業がＢＣＰを策定す

る上で必要となる情報（以下、「共通情報」という。）

を把握することを主な目的とした。ＢＣＰの内容を説明

し、各企業でＢＣＰを作成してもらうと共に、課題を挙

げ、その課題の解決方法を議論する方法で進めた。成果

は、表－１の通りとなっている。 

表－１ H19年度の検討会の成果 

項目 小松島市 大洲市

想定災害

東南海・南海地震の同

時発生、津波（最大高

さ４ｍ程度）で合意

（小松島市のハザード

マップを想定）

水害（肱川の氾濫）で

合意

（大洲市のハザード

マップを想定）

共通部分

・大規模地震を想定し

たBCP（基礎編※）

策定に必要な共通情

報の具体化とその対

応方針の整理

大規模水害を想定した

BCP （基礎編※の前

半）策定に必要な共通

情報の整理

 

※基礎編：BCPステップアップ・ガイドのステップ1～8 

 

２）平成19年度の検討会の教訓 

平成19年度検討会では、共通情報を把握する等、一定

の成果はあったものの、実際にＢＣＰを策定した企業は

一部の企業であった等の課題もあった。参加企業から意

見を聞いたところ、以下の問題点等を指摘された。 

・各検討会でＢＣＰの内容等を説明する量が多く、理解

できない部分が多くある（やる気をなくす）。 

・ＢＣＰの内容や位置づけ（防災計画等との違い）をい

まいち理解できない。 

・防災計画等を策定していないのに、それを発展させた

ＢＣＰ策定へと進むのは難しい。 

以上より、検討会への参加企業は、防災計画等、防

災に対する検討が十分進んでいない企業も多く、防災計

画やＢＣＰを作る上での十分な知識と経験が少ないため、

ＢＣＰ策定を進めるのは困難であったと考えられる。ま

た、ＢＣＰの内容や伝える情報が多く消化不良を起こし

ていたと考えられる。 

 

３．防災計画・ＢＣＰの策定方法 

 

（１）ねらい 

 平成19年度の問題点等を受け、平成20年度の検討会は、 

短時間で無理なくＢＣＰを作ってもらうことをねらいに

以下の方法により検討会を実施することにした。 
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a）防災計画・ＢＣＰの構成文書を作成 

 中小企業では防災計画すら未策定の現状を踏まえ、防

災計画とＢＣＰを一体化し、防災計画を発展させながら

ＢＣＰを理解してもらう構成文書を作成。特徴は以下の

通りとなっている。 

 ①防災計画・ＢＣＰを一体化 

 ・防災計画とＢＣＰを一体化し、防災計画を発展させ

ながらＢＣＰを理解 

・分かりやすさ、実用性の観点から時系列で整理 

 ②ＢＣＰ策定時に必要となる共通情報の明確化 

・共通情報を明確化し、構成文書に盛り込む 

・共通情報は、行政から提供 

③骨子の雛形を準備 

・ＢＣＰ策定の手間を簡素化するため、防災計画と

ＢＣＰの構成文書の雛形をできる限り準備 

・雛形より最終的なイメージを把握 

ｂ）検討会の運営方法の改善 

 短時間でＢＣＰを理解し作成できる運営方法で検討会

を進行。 

 ①防災の基礎知識の教授 

 ・検討会の中で座学、演習（ＢＣＰの作成）を通じ、

防災に関する重要な事項を理解してもらう 

 ・座学では、防災計画・ＢＣＰに重要な部分を分かり

やすく説明 

 ②地域の共通情報の提供 

 ・計画策定に必要な共通情報については、行政等が調

べ、情報提供及び説明を行う。 

 ③仮想企業のＢＣＰの共同作成 

 ・検討会で「仮想企業のＢＣＰ」を議論・作成するこ

とにより、同業者又は企業間でＢＣＰの考えを共有

し、知識を深める。 

以上のように、H20年度は、防災計画やＢＣＰの策定

を行っていない企業に対してもわかりやすくＢＣＰを理

解できるよう進めることにした。また、企業と行政が一

緒に仮想企業のＢＣＰについて議論し、ＢＣＰの策定方

法、災害時の役割・対応等に関する共通認識を得ること

ができるようにした。 

（２）防災計画・ＢＣＰの構成文書と共通情報 

 防災計画・ＢＣＰの構成文書の項目及び平成19年度に

得られた共通情報を表－２に、また、文書の雛形の例を

図－１に示す。 

構成文書の特徴としては、防災計画と事業継続計画

の区別を行わず、災害発生前～災害発生直後～災害発生

後のような大きな時間の流れの中で企業としてどのよう

に対応するかを理解できるようにした。また、共通情報

については、行政が把握している情報や公益企業に関す

る情報であったため、市・県の地域防災計画等より調べ、

雛形に情報を含めた形で提供することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－２ 防災計画・ＢＣＰの雛形の構成文書と共通情報 

：防災計画に含まれる項目 

図－１ 文書の雛形の例 

地域で定めるべき必要な共通情報

総則 （１）計画の目的
（２）○○市の概要
（３）被害想定 → ・想定される災害とその規模

・被害予測（、道路、電力、ガス、上下水道、通信）
組織体制 → ・発動基準の決め方

・発動の判断をするための情報の入手方法
（５）災害対策本部の組織と役割

事前対策
（２）災害用機材の整備 → ・効果的な備蓄品（過去の災害より）
（３）緊急連絡体制の確立
（４）社員、家族の安否確認
（５）重要情報のバックアップ
（１）顧客・従業員等の避難・誘導 → ・安全な避難場所

・安全な避難経路
（２）安否確認 → ・災害時に使える通信手段
（３）応急手当、救出、二次災害の防止
（４）参集
（５）自社の被害状況の把握
（６）代替拠点の立ち上げ → ・代替連絡拠点

→ ・ライフラインの被災状況、復旧見込みの把握方法
（８）業務の復旧
（８－２）　重要業務の復旧
（９）地域貢献 → ・地域貢献内容の例

その他 （１）教育・訓練
（２）計画の見直し

構成文書

（４）災害対策本部の設置

（７）外部情報の収集と社内での情報共有、情報発信

（１）環境の整備

災害時の
対策



（３）検討会の内容 

 a）検討会の内容 

検討会の内容は、短時間でＢＣＰを理解し、作成で

きるよう、表－３に示す目的・内容で進めた。第１回

で、大まかな災害対応の流れを実際の企業の対応を基

にイメージしてもらい、第２回目、第３回目で防災計

画・ＢＣＰの内容を理解してもらうと共に、仮想企業

のＢＣＰの検討・作成を行う。第４回目で作成した仮

想企業のＢＣＰをもとに図上訓練を実施し、ＢＣＰの

内容の確認を行った。 

表－３ BCP検討会の内容 

回 目  的 内  容

(1) 座学

・ 災害時の企業の対応

・ 災害時に企業として行うべきことは何か
　（業務の復旧、継続、社会的貢献の観点
　　から）
(2) イメージアップ訓練

・ イメージアップ訓練の説明

・ 企業の事前対応及び災害直後の対応について

・ 検討結果の発表・講評

(1) 座学

・ 防災計画部分の作成の解説

(2) 演習（仮想企業のBCPの作成）

・ 提示するBCP（防災計画部分(案)）の重要な
　3箇所についてそれぞれ内容を検討
・ 検討結果の発表・講評

(1) 座学

・ 事業継続計画部分の作成の解説

 (2) 演習（仮想企業のBCPの作成）

・提示するBCP（事業継続計画部分(案)）の重
　要な　3箇所についてそれぞれ検討
・ 検討結果の発表・講評

(1) 図上訓練

・ 図上訓練の説明

・ 災害発生直後の対策（緊急処置）についての
　訓練
・ 会社復旧（事業継続）計画（状況判断、基本
　方針の決定等）についての訓練
・ 検討結果の発表・講評

第3回

事業継続計
画部分の作
成方法を具
体的に理解

第4回

図上訓練を
通じて、こ
れまで作成
した震災対
策実施計画
の内容を確
認

第1回

災害時の企
業の対応及
び流れを大
まかに理解

第2回

防災計画部
分の作成方
法を具体的
に理解

 

ｂ）各検討会の進行方法 

 各検討会の進行は、以下の通り進めた。 

①座学 

座学は、災害時の企業の対応、ＢＣＰの内容や共通

情報等について分かりやすく説明した（図－２）。その

際、参加企業にＢＣＰに関する知識を網羅的に伝えるの

ではなく、最低限理解してもらいたい重要な内容に絞っ

て、その部分を確実に理解してもらえるように心がけた。

また、ＢＣＰ策定に必要となる共通情報について、行政

側から説明した。 

②演習（班別討議） 

演習は、行政と企業の数が均等になるよう２班に分

けてグループ討議を行った。各班の班長を決め、班長を

中心に、我々が提供する項目（ＢＣＰのうち重要と思わ

れる項目）について議論・検討し、仮想企業のＢＣＰを

作成（雛形の修正もしくは雛形への追加）してもらう形

で進めた。 

③発表 

２班の検討結果について、各班がどのような考えで

ＢＣＰを作成したかを発表してもらい、各班の考えを共

有するようにした。 

④雛形に検討内容を追加 

 演習によって得られた検討結果について、ＢＣＰの雛

形に追加し、議事録と共に後日参加者に提供した（図－

３）。また、雛形についてはHPで電子データを提供し、

各企業でＢＣＰを作成できるようにした（図－４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 座学で使用した資料例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－1 検討会の状況（上：座学、下：演習） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 検討の結果を追加した雛形の例（下線を追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ ＢＣＰ検討会ホームページ 

（URL: http://www.nilim.go.jp/lab/gbg/bcp.html） 

 

（４）参加者の評価 

各検討会終了後、検討会参加者から良かった点、悪

かった点についての意見を伺った。その中でも多かった

意見を紹介する。 

〈良かった点〉 

・班別による討議で、参加者間でコミュニケーションが

図れたことが良かった。 

・班別討議では、自分にはない考え等を聞けて勉強にな

った。 

・仮想企業のＢＣＰを策定することで、より実践的に考

えることができて良かった。 

・ＢＣＰの内容が理解できた。 

〈悪かった点〉 

・討論の時間が短かったので、討論の時間を長くするべ

き。 

・仮想企業の規模・業種等が自社の事情と異なりＢＣＰ

を策定するときに参考にならないところもある。 

参加者からは、良かった点の意見を多く頂いており、良

い取り組みなので今後も続けて欲しいといった意見も頂

いている。また、市の担当者からは、ＢＣＰの内容を理

解すると共に、行政として企業に情報を提供する必要が

あることを痛感した等、企業側の意見を聞けて良かった

との意見が多かった。また、多くの市町村の担当者もＢ

ＣＰを知らないことが考えられるため、行政側がＢＣＰ

を理解する上でも良い場であると考えられる。 

これらのことから、今回の方法はBCP策定を支援する

上で有効であると考えられる。 

 

４．まとめと課題 

  

中小企業のＢＣＰ策定を支援するための方法を検討し、

効果を実証した。本研究で検討した策定支援内容は以下

の通りである。 

（１）防災計画・ＢＣＰ構成文書の作成 

  中小企業では防災計画すら未策定の現状を踏まえ、

防災計画とＢＣＰを一体化し、防災計画を発展させ

ながらＢＣＰを理解してもらう構成文書を作成。特

徴は以下の通り。 

 ①防災計画、ＢＣＰを一体化し時系列で整理 

 ②共通情報を明確化 

 ③骨子の雛形を準備 

（２）検討会の運営方法 

  短時間でＢＣＰを理解し、作成できる運営方法を検

討した。特徴は以下の通りである。 

  ①防災の基礎知識の教授（座学、演習等） 

   防災計画・ＢＣＰに重要な部分を分かりやすく説

明する。 

 ②地域の共通情報 

  行政側から情報提供及び説明する。 

 ③仮想企業のＢＣＰの共同作成 

  同業者・企業間でＢＣＰ作成の知識を共有する。 

上記内容で検討会を実施した結果、検討会に参加した

企業及び行政からの意見として、ＢＣＰの内容を理解で

き、企業同士及び企業と行政のコミュニケーションを図

る上でも良かったとの意見を多数あり、今回の方法は、

ＢＣＰ策定を支援する上で効果的であると考えられる。 

今後は、上記（１）、（２）をまとめてガイドライン

を作成し、中小企業のＢＣＰ作成の普及につなげていく

予定である。 
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